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１．創造的復興 ver.1

創造的復興という言葉の生みの親であり、阪

神・淡路大震災（1995）で兵庫県の復興を率いた

貝原俊民は自著で

「復興へのコンセプトを自分なりに構想する上で、

私が強く意識していたのは、被災地の現状を単に

１月16日に巻き戻すだけでは復興とはいえないと

いう命題であった。（中略）阪神・淡路大震災の

復興は、そのような時代展開を実現するものでな

ければいけない。そういった意味で「創造的復

興」でなければならないのである。」ⅰ

と記す。

経済の規模拡大を追い

求めた時代から安定成熟

社会への展開の中で、安

定成熟時代に対応した新

たな社会を創り出すこと

を創造的復興と考えたの

であったⅱ。具体的には

安定成熟時代において中

央集権ではなく地方分権

の行政システム、一人一

人が主体的に自由に発想

し責任を持って行動する

ような社会が貝原の目指

す社会展開であった。

地方分権という観点から阪神・淡路大震災を見

ると、政府に復興委員会が設置されたが、その機

能はあくまで省庁間の調整であり、地方自治体が

主体となって復興を進めたⅲ。一人一人が主体的

にという観点から注目に値するのは「白地区域」

でのまちづくりである。行政が主導する「黒字地

区」、ある程度行政が介入する「灰色地域」と異

なり、行政の支援がないことが問題視された「白

地区域」（写真１）であったが、様々な自律的な

復興の取り組みが行われ、高く評価される必要が

あるⅳ。

阪神・淡路大震災の創造復興を目指した取り組

□復興トランスフォーメーション

－阪神・淡路大震災、東日本大震災、能登半島地震－

京都大学　防災研究所　教授　牧　　　紀　男

特　集 令和６年能登半島地震（その５）

写真１　白地区域の市場の再建
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みから生み出された生活再建やにぎわい再生と

いった取り組みは、その後復興の仕組みとして制

度化され、東日本大震災（2011）、さらに令和の

災害復興においても使われていく。しかし、阪

神・淡路大震災から生まれてきた制度は「安定成

熟社会」に対応したものである、ということに注

意する必要がある。東日本大震災の復興、さらに

令和の復興は「人口減少社会」の復興である。貝

原の言う創造的復興を目指すのであれば、2011

年３月10日巻きなおすのではなく、「人口減少社

会」に対応した新しい社会を生み出すことこそが

創造的復興ということになる。

本稿では貝原の考えにならい「創造的復興」を

新たな社会への展開と定義したうえで、東日本大

震災の「創造的復興」を検証することで、能登半

島地震に代表される人口減少社会における復興の

あり方について考える。

２．東日本大震災と創造的復興

阪神・淡路大震災が創造的復興の始まりである

が、次の大きな転機になると考えられるのは東日

本大震災である。まず、復興を考える場合の基礎

となる災害規模の位置づけを行いたい。関東大震

災や想定南海トラフ地震のような日本の GDP の

半分近くが失われる国難災害と、阪神・淡路大震

災では復興の前提が変わってくる。東日本大震災

では、阪神・淡路大震災をはるかに超える２万人

を超える人的被害が発生している。しかし、復興

の対象となるのは、壊れたモノ（直接被害）、災

害の影響を受けた生活である。壊れたモノの金額

である直接被害額は、阪神・淡路大震災が10兆円

に対し、東日本大震災が16兆円であるが、壊れた

モノの量である災害廃棄物量を見ると阪神・淡

路大震災が2,000万トン（国が解体処理1500万ト

ン、民間が解体処理500万トン）、東日本大震災は

津波堆積物を除く災害廃物量は2,000万トンであ

り、民間が解体処理した量の詳細は不明であるが、

住宅以外のモノについても国が処理を行っており、

阪神・淡路大震災と災害廃棄物量は、ほぼ同規模

であると考えられる。

被災世帯数は、阪神・淡路大震災では全半壊棟

数25万棟に対して全半壊世帯数46万世帯であった。

東日本大震災は、全半壊棟数40万棟（緊急災害対

策本部は「戸」と記載していた時期もある）であ

るが、全半壊世帯数は公表されていない。１棟に

多くの世帯が住む集合住宅がそれほど多くないこ

と、生活再建支援金の支払実績を考慮すると、棟

数と世帯数が大きく乖離することはないと推測さ

れる。阪神・淡路大震災と東日本大震災は壊れた

モノの量、生活再建を行う世帯数は大差なく、同

規模の復興の取り組みと考えて問題はない。ただ

し、福島第一原子力発電所事故の復興については

別途検討する必要がある。

次に社会状況の変化であるが、戦後の高度成

長、さらにバブル経済、その崩壊後に発生した阪

神・淡路大震災は、成長から安定成熟社会への転

換点となる災害であり、新たな社会への展開とし

ての創造的復興が求められた。東日本大震災も大

きな時代の転換点として捉えられており、政治学

者の御厨貴は『「戦後」が終わり、「災後」が始ま

る』ⅴと位置付ける。この転換点において、自然

災害としては阪神・淡路大震災と同規模の災害で

ある東日本大震災において、どのような創造的復

興が構想されたのであろうか？

東日本大震災の復興の枠組みは政府の「復興構

想会議」において検討されるが、会議の設置規

定に「未曾有の被害をもたらした東日本大震災

からの復興に当たっては、（中略）復旧の段階か

ら、単なる復旧ではなく、未来に向けた創造的復

興を目指していくことが重要である。（中略）こ

のため、有識者からなる東日本大震災復興構想

会議（以下「会議」という。）を開催し�」ⅵとあ

る。構想会議での検討の大前提が、創造的復興で

あった。構想会議からの提案は、新しい時代への

展開として「新しい地域のかたち」（１章）とし
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て「①減災という考え方」、「②地域の将来像を見

据えた復興プラン」（２節）が本稿の定義による

「創造的復興」の姿として示される。

１つめの「減災という考え方」については、東

日本大震災の復興では「最大クラスの津波」

（L2）を防波堤で完全に防ぐのではなく、住宅

は内陸・高台につくることで命を守る対策と

し、「比較的頻度の高い津波」（L1）は堤防で防ぎ、

財産も守る対策となっている。これは、これまで

の復興における「二度と同じ被害を出さない」と

いう考え方からの大きな展開である。

２つめの「地域の将来像を見据えた復興プラ

ン」について「復興に際しては、地域のニーズを

優先すべきである。同時に、長期的な展望と洞察

を伴ったものでなくてはならない。一方で高齢化

や人口減少等、わが国の経済社会の構造変化を見

据え、他方で、この東北の地に、来るべき時代を

リードする経済社会の可能性を追求するものでな

ければならない」ⅶとあり、少子高齢化社会を見

据えたものとすることが謳われる。しかし、現実

には「復興に際しては、地域のニーズを優先すべ

きである」ということがあり、安全なまちをつく

るために実施された市街地復興事業について、人

口減少社会への適用、まちの持続可能性が課題と

して指摘されているⅷ。復興の取り組みの成果が

明らかになるためには長い時間が必要となり、東

日本大震災の人口減少社会への展開となる創造的

復興 ver.2.0の成果が何かについては、今後も継

続的に検証していく必要がある。

一方、阪神・淡路大震災以降、新たな復興課題

として取り組まれるようになった生活・すまいの

再建支援、地域の生業の取り組みは継続され、東

日本大震災の復興は、阪神・淡路大震災の創造的

復興の一つの到達点と考えることができる。また、

減災という新たな取り組みに踏み出したという意

味で創造的復興 ver.1.1と位置付けてもよいかも

しれない。

３．復興トランスフォーメーション（RX）

－能登半島地震の復興－

2024年能登半島地震では、復旧途中の9月に大

規模な水害が発生し（写真２）、被災した市町

の復興計画はこの水害も対象とすることとなり、

2024年度中に復興計画がとりまとめられることと

なる。復興計画の内容は、従来の創造的復興の枠

写真２　９月の集中豪雨による被害（輪島市・大谷）
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組みを踏襲するもので、安全なまちづくり、生活

再建支援、生業・にぎわいの再生、教訓の継承が

項目として挙げられる。奥能登地域では人口減少

社会への適応は、待ったなしの課題であり、公立

病院・小学校の統廃合が議論されている。

当たり前のことであるが、人口減少社会では、

人が減ることが前提として復興を考える必要があ

る（写真３）。災害の影響を受け、人口減少がさ

らに進み、地域を維持可能な数の人が居なくなる

ということも想定される。これまでの復興は、元

住んでいた人、そこに土地を持っている人が復興

の主体であった。しかし、人が居なくなること前

提とすると、復興の主体を問い直すことから始め

なくはならない。まちづくりの分野では、そこに

住む人・土地を持つ人から構成される地域を主体

とした「コミュニティー」によるまちづくり、人

とのつながりを基盤とした関心領域にもとづく

「アソシエーション」のまちづくりという議論が

あり、通常時のまちづくりにおいても「アソシ

エーション」ⅸ型の活動が増えてきている。

人口減少にともない、そこに住む人・土地を持

つ人による「コミュニティー」を主体とした復興

が困難になるのであれば、その地域に関心がある

人、関わりを持つ人による「アソシエーション」

という概念による復興とを考えると様々な可能性

が見えてくる。

人口減少が進む地域での復興に先駆的に取り組

んだ新潟県中越地震（2004）の復興では、震災か

ら20年を経過し、元から地域を守っていた人から、

新たに地域に関わることとなった人に地域の維持

管理を移管する準備ができてきた、ということが

聞かれるⅹ。また東日本大震災では、元の場所で

再建した場合には未利用地が多く残る復興地が存

在する一方、別の場所に新市街地を建設した事

例ではおおむね９割以上の利用率となっているⅺ。

これまで、復興について費用負担の側面から私ー

公、取り組みの単位として個ー地域という２つの

軸からこれまで考えてきた（図１）。これは、そこ

に住んでいた人、土地を持っている人という視点

からの復興であり、人口減少社会における復興を

考える場合、この枠組み自体を見直す必要がある。

本稿の内容について日本建築学会の研究会で発

表する機会があった。人口減少社会への転換を創

造的復興 ver2.0と呼んできたが、創造的復興とい

う言葉には「よりよくなる」というイメージがあ

り、復興の別の呼び方をした方が良いのではとい

写真３　被災した住宅が解体されたところに空き地が残る（珠洲市）
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う意見を得た。復興の人口減少社会へ適応につい

ては復興トランスフォーメーション（Recovery X、

RX）とでも呼んだ方が良いのかもしれない。

人口減少社会の復興の姿を明らかにする作業

はまだその途上にある。1）東日本大震災の復興

における復興 ver. ２の萌芽、2）復興トランス

フォーメーションを考える場合の枠組み、3）世

界各国の創造的復興（build back better）、4）復興

シミュレーションの技術開発、5）人口減少時代

の復興を支える事前復興の取り組みに、ついての

研究に着手し、その成果を能登半島地震の復興に

活用していきたい。
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図１　創造的復興 ver1.0の到達点（牧紀男（2023）ⅸに加筆）
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